障　害　者　放　送　協　議　会
平成17年度　事業計画

１．障害をもつ人に関わる放送・通信および制度・施策に関する提言等
これまでの活動を踏まえて、著作権と障害者利用の問題、デジタル放送に関する要望事項、放送・通信のモニタリングに関する取り組み、災害時の情報保障と地域における防災体制づくり等の課題について、関係省庁、機関等に対して、具体的な要望や提言を行い、働きかけていきたい。

２．障害をもつ人に関わる放送および制度・施策等に関する調査研究
　以下の３つのテーマについて、それぞれの担当の委員会にて、引き続き取り組みを進めていく。

（１）著作権等の制度・施策に関する調査研究（著作権委員会）

　今年度は、前年度に引き続き、外部からの専門家からの意見聴取や、外部団体との連携も考慮に入れ、次の方針に沿って、著作権委員会にて協議のうえ活動を進めていきたい。

１）各団体からの要望事項の集約を行い、引き続き文部科学省等への要望を行っていく。

２）情報を得る権利と著作権に関して、日本図書館協会や日本文藝家協会を含む関連団体とも連携し、社会的啓発のための意見交換や学習会等を企画する。

３）高齢者・学習障害者等、現行著作権法で想定されていない人達への情報保障の問題等に関して、当事者、支援団体、専門家等からの意見聴取を行う。

（２）放送・通信バリアフリーに関する調査研究（放送・通信バリアフリー委員会）

今年度は、これまでの活動を踏まえ、次の事業を実施する。

１）デジタル放送を含む字幕放送、解説放送、手話放送など障害者に関わる放送に関する要望事項をまとめ、関係機関に働きかける。

２）障害者に関わる放送・通信のモニタリングについての調査・研究

３）すべての障害者のための放送の普及のガイドライン作成

同ガイドライン作成のための委員会設立を関係省庁に要望する。

４）個人情報保護法の実施に伴い、障害者が困っている事例を収集する。

（３）災害時の情報保障に関する調査研究（災害時情報保障委員会）

今年度は、これまでの活動の成果を踏まえ、特に地域における災害時の情報保障、要援護者の支援体制に焦点を当て、次の事業を行う。

１）災害時の情報保障に関する、関係諸機関への要望を積極的に行っていく。必要に応じて要望書の提出や、災害・防災に関わる民間や行政の会合等への参加を行い、この問題に関する障害者団体のニーズを伝えていく。

２）地域における、災害時の情報保障、要援護者の支援体制について実情を把握する。

３）活動と研究の成果を、防災に携わる民間、行政の担当者に伝え、この問題についての啓発と意識向上を図るため、地方においてセミナーを開催する。
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